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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第89期

第１四半期連結
累計期間

第90期
第１四半期連結

累計期間
第89期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 (千円) 1,413,186 1,366,199 5,414,759

経常利益 (千円) 578,872 445,990 1,466,336

親会社株主に帰属する四半期(当
期)純利益

(千円) 457,639 362,118 1,097,670

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 636,570 639,121 1,462,283

純資産額 (千円) 8,096,131 9,453,601 8,923,050

総資産額 (千円) 16,957,526 17,785,640 17,038,562

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 42.15 33.35 101.10

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.2 51.5 50.8
 

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナワクチン接種の進展により社会経済活動の正常化

が進んできた一方で、ウクライナ情勢の深刻化に伴う原油価格の高騰や急速な円安進行による物価上昇に加え、足

元では変異株による感染が急速に再拡大するなど、先行き不透明な状況が続いております。

当社グループは、高付加価値製品の開発や既存市場への拡販・強化を行う一方、原料価格やエネルギーコストの

高騰に対応した販売価格の改定や生産性の向上に努めました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,366百万円（前年同四半期比3.3％減）、営業利益は174百

万円（前年同四半期比50.9％減）、経常利益は445百万円（前年同四半期比23.0％減）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は362百万円（前年同四半期比20.9％減）となりました。

 
セグメントの経営成績は次のとおりであります。

①　ヘルスケア事業

ヘルスケア事業は、サガミオリジナル0.01（ゼロゼロワン）を主力とするポリウレタン製コンドームが海外売

上では堅調に伸長し、国内売上では新商品の販売を控えておりますが、大都市圏を中心に需要が戻らず停滞いた

しました。

この結果、売上高は989百万円（前年同四半期比7.8％減）、営業利益は262百万円（前年同四半期比39.4％減）

となりました。

②　プラスチック製品事業

プラスチック製品事業は、包装用フィルムの販売は堅調に推移したものの、原料価格高騰に対し販売価格の改

定実現には時間差があることから、事業収益は低調に推移しました。

この結果、売上高は322百万円（前年同四半期比11.8％増）、営業利益は6百万円（前年同四半期比76.0％減）

となりました。

③　その他

入浴・介護サービス及びその他の事業の売上高は54百万円（前年同四半期比5.2％増）、営業損失は14百万円

(前年同四半期は営業損失20百万円）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、棚卸資産や建物及び構築物並びに機械装置及び運搬具の増加等によ

り、前連結会計年度末に比べ747百万円増加し、17,785百万円となりました。

負債合計は、短期借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べ216百万円増加し、8,332百万円となりまし

た。

純資産合計は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末

に比べ530百万円増加し、9,453百万円となりました。この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は0.7

ポイント増加し、51.5％（前連結会計年度末は50.8％）となりました。

 

EDINET提出書類

相模ゴム工業株式会社(E01095)

四半期報告書

 3/18



 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めております。内容は、次

のとおりであります。

①　基本方針の内容

当社は、金融商品取引所に株式を上場している会社として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特

定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・

向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付

提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

但し、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるものなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社

グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必

要な情報が十分に提供されないものもありえます。そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から

負託された者の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉

などを行う必要があると考えております。

 
②　基本方針の実現に資する特別な取組み

1934年創業以来、当社に根付いた経営理念や長年にわたり蓄積された開発・生産・営業に関する技術・知識・

ノウハウ、取引先との協力関係、営業及びそのネットワークなど、当社の主力事業でありますヘルスケア事業や

プラスチック製品事業に対する深い理解や造詣が今後の経営においては、一層ますます重要になってまいりま

す。当社は変化の激しい現在の社会状況下、確固たる経営基盤とどんな変化にも対応が可能な体制を継続的に追

求してまいります。また、各事業の活動については経営の集中化及び効率化を進め、創造性の高い製品・サービ

スの供給に一層拍車を掛けて取組むことで、他社と差別化できる独自性を強く打ち出してまいります。一方、コ

スト面においてもその優位性を発揮すべく、日々改善の努力をしつつ、システム変更まで視野に入れた抜本的改

革にも着手いたします。グループ会社の経営に当たっても、グループ全体として有機的に機能すべく、グローバ

リゼーション戦略の実現を継続し、目指します。

創業以来の当社及び当社グループの取組みの積み重ねが現在の企業価値の源泉になっており、このような取組

みを通じて、企業収益の拡大を図ることにより、取引先、従業員等のステークホルダーとの信頼関係をより強固

なものにし、中長期的に企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資することができると考えております。

 
③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

当社は国内外の機関投資家をはじめとする株主の皆様のご意見や買収防衛策をめぐる近時の動向、当社を取り

巻く経営環境の変化を踏まえて、当社株式等の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）（以下、「本ルール」

といいます。）の継続の検討を行いました結果、有効期限が満了する2020年７月16日開催の第87回定時株主総会

の終結の時をもって、本ルールを継続しない（廃止する）ことを決定いたしました。

なお、当社は本ルールの廃止後も、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対し、株主の皆様が当該

行為の是非を適切に判断するための必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて当社の取締役会の意見等を開示

し、株主の皆様の検討のために必要な時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、会社法およびその他の関

係法令に基づき、適切な措置を講じてまいります。

 
(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は20百万円であります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 43,740,000

計 43,740,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在発行数
(株)

(2022年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,937,449 10,937,449
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株でありま
す。

計 10,937,449 10,937,449 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

 発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

 資本準備金
増減額
(千円)

 資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日～

2022年６月30日
― 10,937,449 ― 547,436 ― 681,385

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(2022年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 80,400
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,836,700
 

108,367 ―

単元未満株式 普通株式 20,349
 

― ―

発行済株式総数 10,937,449 ― ―

総株主の議決権 ― 108,367 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれており

ます。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）
相模ゴム工業株式会社

神奈川県厚木市元
町２番１号

80,400 ― 80,400 0.74

計 ― 80,400 ― 80,400 0.74
 

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数10個)ありま

す。なお、当該株式数は上記「①　発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれており

ます。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

なお、当四半期累計期間後、当四半期報告書提出日までの役職の異動は次のとおりであります。

 
役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

常務取締役
経営計画室室長

取締役
経営計画室室長

大跡　賢介 2022年７月７日
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、應和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,531,378 1,615,785

  受取手形及び売掛金 1,011,323 1,053,079

  電子記録債権 884,334 884,650

  棚卸資産 1,931,057 2,054,152

  その他 239,382 216,199

  貸倒引当金 △32,201 △25,590

  流動資産合計 5,565,276 5,798,276

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,687,382 4,036,610

    減価償却累計額 △1,604,454 △1,641,201

    建物及び構築物（純額） 2,082,928 2,395,409

   機械装置及び運搬具 11,898,585 12,528,493

    減価償却累計額 △4,504,961 △4,821,359

    機械装置及び運搬具（純額） 7,393,624 7,707,133

   土地 1,056,771 1,066,104

   建設仮勘定 140,839 8,993

   その他 262,954 276,389

    減価償却累計額 △202,199 △207,800

    その他（純額） 60,755 68,588

   有形固定資産合計 10,734,919 11,246,229

  無形固定資産 13,392 12,720

  投資その他の資産   

   投資有価証券 465,140 470,265

   繰延税金資産 159,187 155,988

   退職給付に係る資産 7,336 7,636

   その他 95,524 96,501

   貸倒引当金 △2,215 △1,978

   投資その他の資産合計 724,973 728,413

  固定資産合計 11,473,285 11,987,363

 資産合計 17,038,562 17,785,640
 

 

EDINET提出書類

相模ゴム工業株式会社(E01095)

四半期報告書

 9/18



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 262,037 248,334

  電子記録債務 243,081 307,077

  短期借入金 5,281,773 5,544,656

  未払法人税等 155,359 78,328

  前受金 32,483 41,661

  賞与引当金 76,926 119,386

  その他 329,833 419,501

  流動負債合計 6,381,494 6,758,946

 固定負債   

  長期借入金 1,216,834 1,055,646

  長期預り保証金 3,100 2,100

  退職給付に係る負債 90,698 87,721

  役員退職慰労引当金 417,157 422,234

  資産除去債務 5,390 5,390

  その他 837 -

  固定負債合計 1,734,017 1,573,092

 負債合計 8,115,511 8,332,039

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 547,436 547,436

  資本剰余金 676,518 676,518

  利益剰余金 7,998,472 8,252,020

  自己株式 △35,879 △35,879

  株主資本合計 9,186,547 9,440,095

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 192,525 195,666

  為替換算調整勘定 △722,379 △473,476

  その他の包括利益累計額合計 △529,854 △277,810

 非支配株主持分 266,357 291,315

 純資産合計 8,923,050 9,453,601

負債純資産合計 17,038,562 17,785,640
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 1,413,186 1,366,199

売上原価 772,578 889,460

売上総利益 640,608 476,739

販売費及び一般管理費 286,255 302,609

営業利益 354,352 174,129

営業外収益   

 受取利息 189 2,241

 受取配当金 8,101 9,228

 為替差益 212,635 266,842

 作業くず売却益 2,292 413

 助成金収入 5,260 3,816

 持分法による投資利益 373 -

 その他 5,154 6,686

 営業外収益合計 234,007 289,229

営業外費用   

 支払利息 9,486 17,286

 持分法による投資損失 - 82

 その他 0 0

 営業外費用合計 9,486 17,368

経常利益 578,872 445,990

特別利益   

 固定資産売却益 26 -

 特別利益合計 26 -

特別損失   

 投資有価証券評価損 3,001 -

 固定資産除売却損 0 38

 特別損失合計 3,001 38

税金等調整前四半期純利益 575,897 445,952

法人税等 106,375 74,212

四半期純利益 469,521 371,739

非支配株主に帰属する四半期純利益 11,882 9,621

親会社株主に帰属する四半期純利益 457,639 362,118
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益 469,521 371,739

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △16,088 3,141

 為替換算調整勘定 181,585 262,594

 持分法適用会社に対する持分相当額 1,551 1,645

 その他の包括利益合計 167,048 267,381

四半期包括利益 636,570 639,121

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 614,606 614,162

 非支配株主に係る四半期包括利益 21,963 24,958
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の感染症拡大の影響に関する会計上の見積り)

前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時

期等を含む仮定について重要な変更はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

減価償却費 117,201千円 141,549千円
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 108,574 10 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日
定時株主総会

普通株式 108,570 10 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金

 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ヘルスケア
事業

プラスチ
ック製品
事業

計

売上高        

顧客との契約　　
から生じる収益

1,072,933 288,732 1,361,666 51,520 1,413,186 － 1,413,186

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上
高

1,072,933 288,732 1,361,666 51,520 1,413,186 － 1,413,186

 セグメント間
　の内部売上高
　又は振替高

－ － － － － － －

計 1,072,933 288,732 1,361,666 51,520 1,413,186 － 1,413,186

セグメント利益
又は損失(△)

432,388 27,036 459,425 △20,387 439,037 △84,685 354,352
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、巡回入浴等のサービスや日用雑

貨品他を製造・販売しております。

２ セグメント利益又は損失の調整額には、セグメント間取引消去と各報告セグメントに配分していない全社費

用が含まれております。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

相模ゴム工業株式会社(E01095)

四半期報告書

14/18



 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

ヘルスケア
事業

プラスチ
ック製品
事業

計

売上高        

顧客との契約　　
から生じる収益

989,264 322,756 1,312,021 54,178 1,366,199 － 1,366,199

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上
高

989,264 322,756 1,312,021 54,178 1,366,199 － 1,366,199

 セグメント間
　の内部売上高
　又は振替高

－ － － － － － －

計 989,264 322,756 1,312,021 54,178 1,366,199 － 1,366,199

セグメント利益
又は損失(△)

262,067 6,490 268,558 △14,466 254,091 △79,961 174,129
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、巡回入浴等のサービスや日用雑

貨品他を製造・販売しております。

２ セグメント利益又は損失の調整額には、セグメント間取引消去と各報告セグメントに配分していない全社費

用が含まれております。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益 42円15銭 33円35銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 457,639 362,118

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

457,639 362,118

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,857 10,857
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2022年８月12日

相模ゴム工業株式会社

取　締　役　会　御中

 

應 和 監 査 法 人
 

東京都千代田区
 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 澤　　田　　昌　　輝  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　　池　　将　　史  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている相模ゴム工業株

式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、相模ゴム工業株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の理論上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

　
 

(注) １　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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